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第４章 産業振興の基本理念と基本戦略 

第５章 ビジョンの実現に向けて 

第３章 倉敷市における産業の現状と課題 



 

1 

 

 

 

１ これまでの経緯 

 倉敷市では、産業振興の目指す方向性と施策の展開方法を示した「商工業活性化ビジョ

ン」を平成 26 年 8 月に策定以降、令和 3 年 3 月までの期間、ビジョンに基づく産業振興策

を進めてきました。 

 この間、時代は平成から令和に移り、社会経済的には、少子高齢化や非正規雇用の増加、

経済活動のグローバル化や働き方の多様化、「Society5.0」と呼ばれる超スマート社会の到

来など、わたしたちを取り巻く環境は、複雑かつ多様に変化してきました。加えて、近年は

平成 30 年 7 月豪雨や新型コロナウイルス感染症の感染拡大などの非常事態が立て続けに起

こるなど、世界的にも不確実性が高まっています。先の読めない急速な環境変化に企業や働

き手はどう対峙し、乗り越えていくかが喫緊の課題となっています。 

 こうした中、倉敷市では、令和３年４月に策定した「倉敷市第七次総合計画」を踏まえ

て、ウィズコロナ・ポストコロナ時代の新たな産業振興の方向性を示すべく、新たなビジョ

ンの策定に着手しました。 

途中、感染収束の見通しが不透明なことや、感染拡大による市内事業者の事業継続支援に

注力するため、策定作業を一時中断しています。これにより、策定時期を当初予定より１年

延期しました。 

２ ビジョンの目的 

 地域経済を担う企業や働き手には、脅威を変革の好機と捉えて、不確実な時代をしなやか

に生き抜く自己変革力が求められています。本ビジョンは、激変する時代の潮流に地域の産

業が対応していくための、市の基本的な考え方と施策の方向性を示しており、市の産業振興

における羅針盤として、市民や市内外の企業に広く共有することを目的としています。 

なお、ビジョンの実効性を高めるため、策定に当たり次の点に留意しました。 
 

  ● 昨今の急激な環境変化に柔軟に対応できる内容とする 

  ● 地域経済の観点から、商工業のほか、農林水産、観光など産業全体を視野に入れる 

  ● 地域経済分析を踏まえた内容とする 

  ● 商工団体や金融機関等の支援機関との連携を強化し、施策効果を高める 

３ ビジョンの期間 

  「倉敷市第七次総合計画」の計画期間に合わせて、次のとおりとします。なお、期間半ば

を目途に中間見直しを行います。 

令和 4（2022）年度から令和 12（2030）年度までの９年間 

第１章 商工業活性化ビジョンとは 
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４ ビジョンの位置付け 

 本ビジョンは、「倉敷市第七次総合計画」に掲げる「めざすまちの姿」の実現に向けて、

取り組むべき倉敷市の産業振興の指針となるものです。 

総合計画では、商工業分野の「めざすまちの姿」として、次の２点を掲げています。この

実現に向けて、市では、取り組む施策を毎年、「実施計画」にとりまとめることとなってい

ます。市職員は、実施計画に盛り込む施策を、本ビジョンに基づいて立案します。 
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１ 人口減少と地方創生 

 平成 27（2015）年の国勢調査では、1 億 2,709 万人と、調査開始以来、初めて日本の人口

が減少に転じました。「日本の将来推計人口（平成 30（2018）年推計）」によると、2045 年

には 1 億 642 万人に減少すると予測されています。人口減少は、全国的な出生率の低下に加

えて、大学進学や就職などで若者が地方から流入した大都市圏での出生率の大幅な低下が主

な要因と言われています。 

このため国は、過度の東京一極集中を是正して人口減少に歯止めをかけて、将来にわたり

活力ある日本社会を維持するため、平成 26（2014）年に「まち・ひと・しごと創生総合戦

略」を策定し、2060 年に１億人程度の人口を維持する等の中長期展望のもと、国全体の地方

創生を推進しています。令和元（2020）年の改訂では、コロナ禍の影響も踏まえて、「多様

な人材の活躍」や「Society5.0」、「SDGs」を推進する横断的目標が新たに追加されました。 

倉敷市でも、平成 27（2015）年に地方版総合戦略「倉敷みらい創生戦略」を策定し、令和

3（2021）年３月には、「倉敷市第七次総合計画」に組み込み策定した第２期創生戦略のも

と、2045 年に 45 万 9 千人程度の人口を目指すことを長期目標として、地域産業の競争力強

化や魅力ある雇用の場の創出といった地方創生の取組を進めています。 

 

● 日本における人口減少のイメージ 

 

 

 

 

 

 

 
● 「第２期倉敷みらい創生戦略」の基本目標 

 

 

 

 

 

 

 

第２章 倉敷市の産業を取り巻く時代の潮流 

三大都市圏（特に東京） 

少子化（結婚行動、出産力） 

人口減少

地方 

【出典】日本創生会議・人口減少問題検討分科会「ストップ少子化・地方元気戦略」より 

人口流出 

低出生率 超低出生率 

４つの基本目標 

 ① 結婚・出産・子育ての希望をかなえる 

 ② 受け継がれた歴史・文化の魅力を発信し、ひとを惹きつける 

 ③ 安心して働ける場をつくり、多様な人材の活躍を推進する 

 ④ 地域をつなぎ、安心して暮らせる持続可能なまちづくりを進める 
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２ 持続可能な開発目標（SDGs）の取組推進 

 SDGs は、2015 年 9 月の国連サミットで採択された、誰一人として取り残さない、持続可

能な社会の実現のために掲げた 17 の世界共通の目標です。2030 年までの達成を目指して、

全ての人が自分自身の身近な問題として捉え、経済・社会・環境の様々な課題の解決に向け

てバランス良く取り組むことが求められています。 

倉敷市は、SDGs の達成に向けて優れた取組を行う都市として、令和 2（2020）年 7 月に

国から「SDGs 未来都市」に選定されました。SDGs の理念を取り入れた「倉敷市第七次総合

計画」に基づいて、企業や市民等の理解を深めるとともに、持続可能な経済成長や未来に希

望をもって働ける社会の実現に向けて、産業分野における技術革新や生産性向上などの取組

を、高梁川流域の他自治体や民間団体等とも連携して進めていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】環境省「すべての企業が持続的に発展するために－持続可能な開発目標(SDGs)活用ガイド－［第２版］」より 



 

5 

 

３ 人間中心の社会（Society5.0）の到来 

 Society5.0 とは、国が掲げるめざすべき「人間中心の社会」です。5G などの ICT インフラ

の整備が進み、センサーと IoT（モノのインターネット）を通じて、あらゆる情報がビッグ

データとして仮想空間に収集・集積されます。AI（人工知能）はそれらを解析し、人が必要

とする高付加価値な情報や、ロボットや機器への指示として現実空間にフィードバックしま

す。誰もが地域、年齢、性別、言語等の格差なくモノやサービスを活用できるようになり、

少子高齢化や地方の過疎化といった社会課題が克服され、人が希望を持って活躍できる社会

になるとされています。 

この新たな社会変革に企業が適応していくために必要なのが、DX（デジタルトランスフォ

ーメーション）です。DX とは、ICT ツールの導入による業務改善に留まらず、デジタル技術

を活用して、ビジネスモデルや企業文化・風土までも変革していくことを意味します。 

日本の DX は、世界から遅れていると言われています。既存の大きなビジネス基盤に依存

し続けていることが主要因ですが、デジタルインフラの整備や官民におけるデータ利活用の

推進、デジタル人材の確保・育成など、解決すべき課題は多くあります。 

倉敷市では、平成 28 年からデジタル社会の実現に向けて、企業等が市の保有データを活用

できるよう、オープンデータの整備や標準化に取り組んできました。令和３年 10 月には、日

本の都市で初めて、持続可能な都市を実現するための指標（統計・データ）を定めた国際規

格（ISO37120）の認証を受けました。今後はこうした取組に加えて、DX に対する経営者の

理解促進や専門人材の育成、先進的なデジタル技術の導入とデータの利活用による生産性向

上や新たなビジネス創出への支援等を通じて、Society5.0 の実現に取り組んでいく必要があ

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【出典】内閣府「Society5.0『科学技術イノベーションが拓く新たな社会』説明資料」より 
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４ 新型コロナウイルス感染症拡大による社会経済活動の変化 

わが国で新型コロナウイルス感染症が確認された 2020 年 1 月以降、本ビジョン策定時まで

に感染拡大の波が何度も訪れ、地域経済や住民生活は、いまだ先行きが見通せない状況にあ

ります。この間、原材料・部品の輸入や製品の輸出を行う企業は、グローバルサプライチェ

ーンの断絶リスクにさらされ、緊急事態宣言の発令等により、外出や県をまたぐ移動の自

粛、飲食店や大規模商業施設への営業時間短縮・休業要請など、企業にも厳しい制限がかか

り、事業継続が困難な状況が続いています。 

一方で、テレワークの普及により、地方でも都会と同じ仕事ができるとの認識が広まり、

地方への移住・移転に関する関心が高まるなど、首都圏を中心に、コロナ禍を契機とした新

しい生活様式への意識・行動の変容が起こりつつあります。 

こうした中、倉敷市では、令和２年度より事業継続支援室を新設し、市内企業のコロナ禍

での事業継続に向けて、事業所の感染症予防対策、新しい生活様式に対応した事業転換や非

対面ビジネスの導入等を促すため、助成金や補助金による支援を行ってきました。 

長引くコロナ禍において、今後も倉敷市の産業・経済が持続可能であり続けるために、デ

ジタル化や DX の推進、サプライチェーンの強靭化や事業再構築など、ウィズコロナ・ポス

トコロナを見据えた企業の自己変革を促すとともに、市内で多様な働き方が受け入れられ、

市場の変化や新たな価値観に対応した新しいビジネスが生まれるような事業環境づくりにも

取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 【出典】経済産業省「スマートかつ強靭な地域経済社会の実現に向けた研究会取りまとめ」より 
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５ ２０５０年カーボンニュートラルへの対応 

国際的な脱炭素化の機運が高まる中、国は 2020 年 10 月に、2050 年までに温室効果ガス

の排出を実質ゼロにすることを目指す「2050 年カーボンニュートラル」を宣言しました。同

年 12 月には、気候変動への対応を経済成長への制約やコストではなく、成長の機会として捉

え、経済と環境の好循環を生み出す産業政策を「2050 年カーボンニュートラルグリーン成長

戦略」としてとりまとめています。 

こうした国の動きに呼応して、倉敷市では、令和３年６月に、自治体として 2050 年に

CO2 排出量の実質ゼロを目指す「ゼロカーボンシティ」にチャレンジしていくことを表明し

ました。目標達成には、市内の CO2 排出量の約８割を占める産業部門の脱炭素化が不可欠で

す。水島コンビナートの製造業をはじめ、地域の企業においては、業務や製造プロセスの脱

炭素化に向けた省エネやエネルギー転換の推進、世界の脱炭素化に寄与する商品や技術の開

発等、産業競争力の強化にもつながる取組を積極的に進めていく必要があります。 

倉敷市においても、国のエネルギー政策の方針を示した「エネルギー基本計画」や、温暖

化対策を経済成長につなげる「クリーンエネルギー戦略」、エネルギー・環境分野におけるイ

ノベーションの創出と社会実装に向けた「革新的環境イノベーション戦略」等を注視しつ

つ、国がグリーン成長戦略において掲げるカーボンニュートラルコンビナートやカーボンニ

ュートラルポート等の早期実現に向けて、研究会やセミナー等を開催するとともに、脱炭素

技術の実証実験や設備投資等が活発化するよう、企業や国、港湾管理者である岡山県との連

携により取り組んでいく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【出典】経済産業省「カーボンニュートラルの産業イメージ」より 
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１ 人口動態 

市の人口は、平成 28（2016）年の 484,056 人をピークに減少が続いており、令和 27

（2045）年には 442,676 人になる見込みです。周辺市町の将来人口と比べると減少率は小さ

いものの、生産年齢人口の減少率は平成元（1989）年から比べると–15.9 ポイントと大きく

減少しています。また、年少人口も－8.2 ポイントと、他の地方都市と同様、人口減少・少子

高齢化の波が押し寄せています。 

人口問題解決の糸口は若年層の移住・定住政策ですが、「ひと」を呼び込むには「しごと」

が不可欠です。それには、将来の暮らしに希望をもつことができるよう、地域に魅力的な産

業が生まれ、「しごと」が「ひと」を呼び、「ひと」が「しごと」を呼ぶ好循環を確立してい

く必要があります。地方創生を目指す「倉敷みらい創生戦略」や本ビジョンのもと、地域産

業の稼ぐ力が高まり、魅力ある雇用の場が生まれ、多様な人材が活躍する地域社会の形成に

向けた取組を加速していく必要があります。 

 

● 倉敷市の人口推移と見通し 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第３章 倉敷市における産業の現状と課題 

【出典】倉敷市第七次総合計画より 
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２ 就業者数と労働力 

市の就業者数は、平成 27 年までの国勢調査によると概ね横ばいですが、内訳を見ると、男

性の就業率が減少傾向である一方、女性の就業率は増加傾向にあります。就業者の産業分類

別割合では「製造業」が最も高く、「卸売・小売業」、「医療・福祉」と続きます。労働力率

（生産年齢人口に占める労働力人口の割合）では、25～59 歳で男性は 100％に近い状態です

が、女性は最大でも 80％程度に留まり、60 歳を超えると男女ともに労働力率が著しく低下し

ています。女性は 30～34 歳を底とした「Ｍ字カーブ」の形となっていますが、これは、結婚

や出産を機に労働市場から一度退出する女性が多いことを示しています。 

平成 30 年 7 月豪雨やコロナ禍の影響を受ける前のデータではあるものの、今後の人口減

少社会においては、女性や高齢者など多様な主体が活躍できる環境を整備し、労働市場への

参画を促すことが、地域経済の規模縮小を食い止めるためには不可欠であると考えます。 

 

● 労働力人口等の推移 

調査年 区分 
15 歳以上の 

人口（人） 

労働力人口（人） 
就業率 

総数 就業者 完全失業者 

平成 17 年 

総数 395,076  235,386  222,904  12,482  56.4% 

男 188,906 136,778 128,643 8,135 68.1% 

女 206,170 98,608 94,261 4,347 45.7% 

平成 22 年 

総数 398,545  233,608  218,576  15,032  54.8% 

男 189,759 134,309 124,255 10,054 65.5% 

女 208,786 99,299 94,321 4,978 45.2% 

平成 27 年 

総数 392,566  227,633  218,796  8,837  55.7% 

男 186,325  127,261  121,556  5,705  65.2% 

女 206,241  100,372  97,240  3,132  47.1% 

 

● 就業者の産業別割合と年齢別労働力率 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【出典】平成 27 年国勢調査結果（総務省統計局）を加工して作成 
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【出典】平成 27 年国勢調査結果（総務省統計局）を加工して作成 
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３ 倉敷市の産業構造と地域経済分析 

①市内総生産 

市内の生産活動で一年間に生み出された付加価値の総和である市内総生産額（名目）は、

増減しつつも横ばいの状況が続いていますが、平成 30 年度時点では２兆１，３１１億円、経

済成長率（対前年度比）では約２．６％のプラス成長となっています。産業分類別では、製

造業が８，６６４億円と突出して高いことが分かります。 

今後の人口減少社会においても、企業の生産活動や地域経済を持続可能なものとしていく

ためには、労働生産性の更なる向上や、ポストコロナを見据えた新たな産業価値の創出等に

取り組んでいくが必要があります。 

● 倉敷市の市内総生産額（名目）の推移と産業分類別の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【出典】岡山県市町村経済計算（平成 30 年度）より作成 
 ※０８ＳＮＡ（国民経済計算体系）に準じて内閣府から提示された「県民経済計算標準方式」に基づき岡山県が推計した名目値（実際に市場

で取引される価格を基にした推計値）。 
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②事業所等の動向 

市内の事業所数は減少傾向にあり、2009（平成 21）年と 2016（平成 28）年を比べると、

減少数は１，２５２事業所（約 6％減少）となっています。従業者数は、2012（平成 24）年

以降、増加傾向にありますが、2009 年と比べると、５，２０２人減少しています。 

従業者規模別の事業所数では、４人以下の事業所が最も多く全体の５割超を占めており、

５０人以上の事業所は５６１事業所と、全体の３％程度となっています。一方で、従業者数

では、５０人以上の事業所が全体の４割を占めており、水島コンビナートに工場を構える大

企業等が、雇用の受け皿となっていることが分かります。 

近年は、少子高齢化やグローバル化といった構造的課題に加えて、平成 30 年 7 月豪雨や

長引くコロナ禍の影響によって、事業を縮小したり諦めたりした企業も少なくなく、急激な

環境変化による地域経済の持続可能性が課題となっています。 

 

● 事業所数と従業者数（事業所単位）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」より作成 

 

● 従業者規模別の事業所数と従業者数 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】総務省「経済センサス－基礎調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」より作成 
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製造業

15.6%

製造業

21.4%

卸売業，小売業

20.8%

卸売業，小売業

18.9%

医療，福祉

13.0%

医療，福祉

15.9%

宿泊業，飲食サービス業 9.4%

宿泊業，飲食サービス業 8.9%

建設業

6.5%

建設業

8.0%

運輸業，郵便業 5.6%

運輸業，郵便業 6.6%

サービス業（他に分類されないもの）8.4%

サービス業（他に分類されないもの）6.4%

生活関連サービス業，娯楽業 4.3%

生活関連サービス業，娯楽業 3.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

全国

倉敷市

③産業構造 

事業所数が多い産業の上位は、順に「卸売業，小売業」、「宿泊業，飲食サービス業」、「建

設業」、「生活関連サービス業，娯楽業」、「製造業」となっており、全国と比較しても、ほぼ

同様の構成となっています。 

従業者数では、「製造業」が最も多く、「卸売業，小売業」、「医療，福祉」、「宿泊業，飲食

サービス業」、「建設業」と続きます。「製造業」や「医療，福祉」は、市全体の従業者数に占

める割合が全国と比較しても高く、数千人規模が働く水島コンビナート等の製造業や、労働

集約型産業といわれるサービス産業を中心に地域経済が構成されていることが分かります。 

 

● 事業所数の業種別割合と全国との比較(2016 年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 従業者数の業種別割合と全国との比較(2016 年) 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」より作成 
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【出典】総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」より作成 



 

13 

 

 

 

稼ぐ力のある産業 

④地域の稼ぐ力と雇用吸収力 

経済センサスの結果をもとに総務省が作成した「産業・雇用創造チャート」では、水島コ

ンビナートを中心にした「鉄鋼業」「化学工業」「輸送用機械器具製造業」や、地場産業であ

る「繊維工業」等の製造業において、世界との相対的な産業集積度を比較する指標である修

正特化係数が、基準となる１（対数変換値の「０」）を大きく超えています。地域の強みとな

る特徴的な産業であり、地域の外からお金を稼ぐ力のある「基盤産業」であることが分かり

ます。 

一方で、「医療業」や「社会保険・社会福祉・介護事業」、「飲食店」や「飲食料品小売業」

などの商業・サービス業は、一般的に、域内を主たる市場として、地域でお金が循環する

「非基盤産業」であるとされています。こうした産業においては、労働集約型のサービス業

に多いとされていますが、本市では「医療業」などにおいても比較的稼ぐ力が高いことが示

されています。 

 

● 「稼ぐ力」と「雇用力」のある産業 
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雇用吸収力の高い産業 

雇用力（従業員割合） ％ 

稼ぐ力（修正特化係数の対数変換値） 

【出典】総務省「地域の産業・雇用創造チャート」より作成 

修正特化係数の値が１になることと同じ 
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⑤地域経済構造分析 

RESAS の「地域経済循環図」では、生産、分配、支出の面で、地域内のお金の流れを捉え

ることができます。2015（平成 27）年時点の倉敷市における経済循環図では、産業全体で２

兆１，００７億円の付加価値を生み出しています。そのほとんどが第２次・第３次産業であ

り、地域の経済を生産の面で支えていることが分かります。特に第２次産業は、一人当たり

付加価値額、いわゆる労働生産性が１７１９市区町村中で１６７位と高く、製造業の稼ぐ力

が高いことが分かります。 

このうち、地域内の雇用者等の所得として１兆７，８７９億円が分配されていますが、市

内で生み出された財産所得、企業所得など、雇用者所得以外の「その他所得」が３，３８０

億円、市外に流出しています。これは、国への税金や、労働生産性の高い製造業等の所得が

大都市圏等の本社等に流れていることが要因です。このため、人口一人当たりの「その他所

得」は１７１９市区町村中で１３５４位と低く、製造業等の高い労働生産性を住民等が享受

できていないことが課題です。本社移転や地元資本企業の成長を支援するなど、域外資本の

流出を改善していく必要があります。 

一方で、地域が得た所得からの支出は、「民間消費」、「民間投資」、「その他支出」の全てに

おいて、地域内への流入が地域外への流出を上回っています。市内での観光や買い物等の消

費活動や、生産性向上につながる企業の設備投資など、地域内外の消費や投資をしっかり受

け止めて、生産へと還流しています。 

● 倉敷市の地域経済循環図（2015 年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ※順位はいずれも 1,719 市区町村におけるランキング 

地域経済循環率（生産／分配）117.5％ 

【出典】RESAS 環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）より作成 

億円 億円 

億円 
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地域経済の好循環とは、地域内の生産で稼いだ所得の多くが地域の住民、企業に分配さ

れ、地域内での消費や投資に支出することで、地域内企業の生産・販売活動に還流していく

ことです。得意な産業の稼ぐ力を高めて、地域外からお金の流入を増やしていくとともに、

生産に必要な中間投入財の「域内調達」や市民の「地産地消」の推進により、地域外へのお

金の流出を極力抑えていく必要があります。域内調達を推進することは、コロナ禍等、想定

外の事態により域外調達が困難になった場合のリスク分散等、持続可能な地域経済を目指す

上での効果も期待できます。 

倉敷市は、「製造業」をはじめとして、「農水産業」や「観光業」等、地域外から稼ぐ産業

に恵まれています。特に、コロナ禍で大きな打撃を受けた観光業は、産業の裾野が広く、地

域経済への波及効果が期待できる産業です。観光需要の早期回復のみならず、ポストコロナ

を見据えて、特産品などの地域資源を活用した付加価値の高い旅行商品やサービスの開発な

ど、稼ぐ力の向上と地域内経済循環の双方に効果的な施策を講じていく必要があります。 

同じく地域内の経済波及効果が高い「食料品製造業」や「飲食店」、「飲食料品小売業」等

においても、農水産品の域内調達や地産地消を促進していく必要があります。 

 

● 地域経済の循環構造 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 影響力・感応度分析（2015 年） 

 

 

 

 

 

 

 
【出典】RESAS 環境省「地域産業連関表」、「地域経済計算」（株式会社価値総合研究所（日本政策投資銀行グループ）受託作成）より作成 
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４ 産業別の現状と課題 

①製造業の現状と課題 

製造業の経済活動規模を示す製造品出荷額等は、3 兆 8,786 億円（2019 年）で、西日本第

１位を誇ります。「石油製品・石炭製品製造業」、「鉄鋼業」、「化学工業」、「輸送用機械器具製

造業」、「繊維工業」の上位５業種が全体の９割を占め、「石油製品・石炭製品製造業」を除く

４業種は、付加価値額でも上位に位置するなど、市の主要な産業であることが分かります。 

 

● 製造品出荷額等と付加価値額の推移 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】RESAS「工業統計調査」、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」より作成 
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また、「非鉄金属製造業」、「化学工業」、「窯業・土砂製品製造業」、「飲料・たばこ・飼料製

造業」は、市の産業の中でも、従業者１人当たりの付加価値額である労働生産性が高い産業

です。全国で唯一、穀物と鉄鉱石の２品目で国際バルク戦略港湾の選定を受けた水島港周辺

には、大規模なプラントを持つ「飼料製造業」や「化学工業」など、生産規模の大きい工場

が集積しており、市の産業競争力を高めています。 

こうした力のある産業においても、近年は世界的な高まりを見せる脱炭素化への対応や、

コロナ禍で露呈したグローバルサプライチェーンリスクへの対応など、厳しい市場環境にさ

らされています。その影響は、大企業と取引のある地域の中小・零細企業等にも及んでお

り、幅広い業種や規模のものづくり企業において、着実な技能継承や、国内市場の縮小に伴

う新分野展開や海外販路開拓、デジタル化や DX の推進、先端設備の導入、脱炭素技術・製

品の開発、グローバル人材の育成などを積極的に進め、生産性の向上と新たな付加価値の創

出を図っていく必要があります。 

 

● 業種別付加価値額、従業者数及び労働生産性 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

※労働生産性は、従業者１人あたりの粗付加価値額（粗付加価値額÷従業者数）として算出 

※付加価値額の値が公表されていない「情報通信機械器具製造業」、「電子部品・デバイス・電子回路製造業」を除く。 

【出典】経済産業省「2020 年工業統計調査」より作成 
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②商業・サービス業の現状と課題 

平成 26 年の商業統計調査による小売業及び卸売業の数は３，６３４店，従業者数は   

２９，４７９人，年間商品販売額は約９，４３６億円となっています。平成 19 年調査と比べ

ると，商店数，従業者数，年間商品販売額全て減少傾向にあります。倉敷市商店街連合会に

加盟する商店街組織は，現在 21 組織（商店街振興組合３，事業協同組合３，任意団体１５）

あり，多くの商店街で営業店舗数は減少しています。 

地域の消費を支えてきた商業・サービス業は、かつて駅前等の中心市街地に所在する商店

街が担ってきました。その後の大型スーパーの台頭、モータリゼーションによる郊外開発や

消費トレンドの変化により、大型商業施設の郊外への展開や EC（電子商取引）の成長によ

り、地域を越えて多様な流通チャネルで消費活動が行われるようになりました。 

一方で、全国的な人口減少が進み、国内市場が縮小する中、地域内や地域間で消費を奪い

合う状況が続いており、地域の商業・サービス業が生き残っていくためには、インバウンド

への対応や EC の活用等により、新たな需要を取り込んでいく必要があります。リアル店舗

では、単にモノを売るのではなく、体験を通じて消費活動を促す「コト消費」のための空間

づくりが重要であり、「顧客体験」を重視した販売戦略が必要です。商店街については、商業

機能への期待が低下していることが長年の課題であり、都市のコンパクト化と相まって期待

されるコミュニティ機能の充実や地域のにぎわい創出に向けて、空き店舗や公共空地の有効

活用等を図っていく必要があります。 

 

● 事業所数・従業者数・年間商品販売額等（飲食店を除く）の推移 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】経済産業省「商業統計」より 

（百万円） （人／店） 
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５ 不確実性の高まりと企業変革力 

人口減少・少子高齢化による市場の縮小や労働人口の減少・高齢化、生産拠点の海外移転

に伴う国内産業の空洞化や新興国の台頭等、長年の構造的課題に加えて、予測困難な危機や

急速な市場環境の変化にどう対応していくかが新たな課題となっています。 

倉敷市は、自然災害や疫病等、立て続けに予測困難な危機を経験してきました。平成 30 年

7 月豪雨災害では、事業所の浸水被害やエネルギー・インフラ関連の機能停止等により、真

備地域で多くの事業所が活動停止に追い込まれ、他の市内事業者においても被災事業者との

サプライチェーンが断絶するなど、地域経済に甚大な被害が生じました。真備地区だけで約

40 社が廃業し、現在でも回復途上にある事業者が一定程度存在しているなど、影響は長期に

及んでいます。加えて、新型コロナウイルス感染症の世界的な感染拡大により、インバウン

ドを含む観光客は大幅に減少し、緊急事態宣言やまん延防止等重点措置に伴う外出・移動の

自粛、休業・営業時間短縮要請等で、市内の８割以上の事業者において売上が減少する等、

地域経済は危機的な状況が続いています。 

 こうした中、コロナ禍はこれまでのビジネスのあり様も変えました。非対面型ビジネスが

普及し、リモートやオンラインに素早く転換した企業が回復・成長する一方で、デジタル化

が遅れた企業は、回復も遅れている等、環境変化への適応力の差で明暗が分かれています。 

 国は 2020 年版の「ものづくり白書」において、これまで強みだったものが一転して弱みに

変わるような急速な環境変化が起こりうる不確実性の高い時代においては、脅威や危機を素

早く「感知」し、顧客のニーズを逃さず「捕捉」し、既存のビジネスモデルに捉われること

なく、組織を柔軟に「変容」する企業変革力を高めることが重要としています。 

倉敷市においても同様の認識に立ち、地域経済の維持・発展に向けて、危機を変革の好機

と捉えて挑戦する意欲的な企業に対して、必要な支援を講じていく必要があります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
【出典】経済産業省「2020 年度ものづくり白書」より 
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６ 高梁川流域圏における倉敷市の位置付けと取組 

 倉敷市は、一級河川・高梁川の流域７市３町における連携中枢都市として、圏域全体の経

済発展のけん引役を担っています。令和 3 年 3 月に改定した「第 2 期高梁川流域圏成長戦略

ビジョン」では、工業・商業・観光などの産業分野において、倉敷市の持つ資源を活用する

など、地域の総合力をもって、人口減少・人口流出に歯止めをかけ、生活の利便性低下や地

域経済が縮小することのないよう、高梁川流域圏を活力ある経済・生活圏として形成してい

くことを目指していく必要があるとしています。 

 

● 第２期高梁川流域圏成長戦略ビジョンの基本目標と取組 ※現状値は毎年の改定時に更新 

指標（圏域の数値） 基準値 現状値 目標値（R6） 

工業 製造品出荷額等 
4,888,787 百万円

（H30） 
5,610,168 百万円 

（R1） 
基準値より増加 

商業 年間商品販売額 
1,538,060 百万円

（H28） 
－ 基準値より増加 

就業人口 
353,514 人 

（H27） 
－ 

366,114 人 
(R7) 

主要観光地観光客数 
7,931 千人 

（H30） 
8,470 千人 

（R1） 
9,517 千人 

観光客の平均滞在時間 
3.70 時間 

（H28.7－H29.6） 
－ 3.88 時間 

 

  
 1 圏域の経済成長に向けた体制整備 

圏域の産学金官民が一体となった「高梁川流域経
済成長戦略会議」等を運営し、経済成長に向けた
調査・研究、施策の立案等を行う。 

取組の方向性 

 

具体的取組 

 

 

 

 

 

3 地域資源を活用した地域経済の裾野拡大 

圏域内の多様な地域資源の商品開発や販路開拓、町
家・古民家の再生・活用等に向けた取組を実施し、
ブランド力の強化と地域経済の活性化を図る。 

1-1 高梁川流域経済成長戦略推進事業 

 

 

 

2-1 創業支援広域連携事業 
2-2 事業者間連携・事業承継支援事業 
2-3 繊維産業「産地連携」推進事業 
2-4 高梁川流域ふるさと協力隊推進事業 
2-5 データで紡ぐ高梁川流域連携事業 

 
3-1 町家・古民家で紡ぐ魅力拠点づくりと 

技術伝承事業 
3-2 高梁川流域地域資源活用推進事業 
3-3 高梁川流域アルチザン(職人)支援事業 
3-4 ぼっけーうめえ農林水産品事業 
3-5 鳥獣害防止対策流域連携事業 

 

4-1 高梁川流域観光誘客事業 
4-2 高梁川流域地域間観光連携事業 
4-3 高梁川流域誘客環境整備事業 
4-4 他連携中枢都市圏との観光連携事業 
 
 

 

5-1 高梁川流域就職面接会等開催事業 
5-2 未来人材育成事業 
5-3 働き方改革啓発推進事業 

4 観光客の周遊性向上と外国人観光客の誘致拡大 
圏域内の新たな魅力拠点の創出や観光資源の有機的
な連携・ルート化、周遊型旅行商品の造成促進等に
より、観光客の増加と滞在期間の延伸(域内宿泊)を
図る。また、外国人観光客の受入環境向上や海外メ
ディアの招請等によりインバウンド促進を図る。 

5 圏域での就職の促進・労働力の確保 

圏域内外の新卒者・就職希望者を対象に域内への就
職促進に向けた取組を実施するほか、高校生等の若
い世代へのキャリア教育支援や多様な働き方の啓発
等により圏域での就職促進と労働力の確保を図る。 

2 起業促進等によるイノベーションの実現 

幅広い世代・分野による起業促進、地場産業の産地
連携促進、高度データ利活用促進等により、イノベ
ーションの実現と新たなビジネスの創出を図る。 
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７ 倉敷市のこれまでの取組 

倉敷市ではこれまで、従前の商工業活性化ビジョンで定めた５つの基本戦略に基づく施策

を展開してきました。市内の幅広い業種の中小企業に対し、ものづくり研究開発や人材育

成、販路開拓、IT 化など様々なメニューを用意するとともに、商店街の空き店舗対策なども

通じて地域の産業基盤の強化に努めてきました。 

あわせて、水島コンビナートをはじめとした市の基幹産業である製造業には、企業誘致や

生産性向上に向けた設備投資の支援、地場産業である繊維産業や特産品等の地域資源関連産

業には、地域の強みや産地特性を生かしたプロモーション・商談会等の販路開拓支援やもの

づくりの技能承継支援といった、主要産業の課題に対する重点支援を行ってきました。 

その後、平成 30 年 7 月豪雨災害や新型コロナウイルス感染症の感染拡大など、倉敷市の産

業界における未曾有の危機に対しては、無料経営相談や低利子融資、事業に幅広く使える支

援金、「新しい生活様式」に対応した業態転換や感染症対策にかかる補助金など、危機を乗り

超えて事業継続する事業者の支援を、市内の商工会議所・商工会といった支援機関とも連携

して機動的に対応しています。 

また、持続可能な地域経済という観点からは、地域事業者の高齢化、後継者不足が顕在化

しており、円滑な事業承継も課題となっています。例えば、倉敷市には、100 年以上操業し

てきた老舗企業が多く存在します。長年本業を変えずに、事業を深めて存続してきたケース

と、時代の変遷とともに事業を変えて存続してきたケースに分類されますが、それらの事例

から事業継続の秘訣を探るなど、有効な支援策を講じていく必要があります。 

ポストコロナを見据えて、今、産業界には大きな変革を求められています。危機を乗り超

えようと変革に挑戦する企業に対して、必要な支援が行き届くよう、行政や他の支援機関も

これまでの支援のあり方を見直していく必要があります。本ビジョンのもと、市場の動向と

企業のニーズを踏まえて、企業や地域の課題解決や新たな価値創出につながる施策の立案

や、他の支援機関とも連携した効果的な支援体制の構築に取り組んでいきます。 

 

● 旧「倉敷市商工業活性化ビジョン」に基づく産業振興 
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１ 基本理念 

『しなやかに成長する持続可能な地域経済の実現』 
しなやかさとは困難を乗り越える力です。急激な環境変化に直面した際、誰でも不安で立

ちすくみがちになります。しかし、VUCA（ブーカ）と呼ばれる先が見えない時代において

は、ただ危機が過ぎ去るのを待つのではなく、乗り越えるために自らを積極的に変革するこ

とが求められています。しなやかな経営とは、この急激な環境変化に適応しようとする自己

変革力だと考えます。 

ただ、変革は経営者だけで成し遂げられるものではありません。それを支える人材が必要

です。多様な価値観を持つ「人財」を受け入れ、彼らの力を最大限に発揮することが、しな

やかに危機を乗り越えることにつながり、ひいては新たな価値創造の源泉となります。 

また、そうしたしなやかな企業が地域に群生し、地域資源であるヒトやモノ、カネを地域

の中で澱みなく循環させ、あわせて新陳代謝が進むことで、地域経済は、持続可能な発展を

実現することができます。 

市では、このような基本的な認識のもと、第七次総合計画に掲げる「めざすまちの姿」を

実現するために、次の４つの基本戦略に基づく新たな取組を進めていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

第４章 産業振興の基本理念と基本戦略 

VOLATILITY

（変化が激しい状況）

UNCERTAINTY

（不確実な状況）

COMPLEXITY

（複雑な状況）

AMBIGUITY

（曖昧な状況）

不確実性の高まりによる為替や
株式市場の変動幅の拡大、テク
ノロジーの進化による価値観や
ニーズの変化、社会の仕組の変
容等、市場環境が急速に変化し、
先が読めない状況となっていま
す。一方で、こうした変化は、
新規事業や新たな価値創出の
チャンスでもあります。

突発的な自然災害や疫病、国際
紛争など、想定外の事象が経済
や市場にどのような影響を与え
るのか、その予測は困難を極め
ます。近年、そうした事象が
次々と発生し、経験や知識が少
ない中で、急な判断や対応を迫
られる機会が増えています。

グローバル化によりサプライチ
ェーンや商流が多様化し、各国
の規制や商慣習等とも相まって、
ビジネス構造は複雑さを増して
います。単独での問題解決や単
純なビジネス展開は難しくなっ
てきており、外部のネットワー
クを生かしたビジネス展開が重
要です。

変動性や不確実性、複雑性と
いった要素が絡み合い、物事の
正解が見つからない曖昧な状況
になっています。既存のビジネ
ス領域も曖昧になってきており、
これまでにない革新的な商品や
サービス、業界の概念を覆す新
たなビジネスモデルなどが次々
と生まれてきています。

VUCA 
先行き不透明な時代の到来
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２ ４つの基本戦略 

基本戦略１ 

新時代を切り拓く、多様で自律的な産業人材の育成・確保 

地域経済が持続的に成長していくためには、産業の多様化とともに、企業の体質強化と価

値向上に向けた様々な取組が不可欠ですが、その中心にあるのは「人財」です。 

経営者にとっては、新たな経営戦略やビジネスモデルを実現する多彩な人材を確保・育成

し、その能力を最大限発揮させることで、新たな価値創出につなげる「人」を中心にした経

営戦略が求められます。そのためには、コロナ禍等により多様化した働き手のキャリア観等

も踏まえて、女性・高齢者・外国人・障がい者の積極的雇用や、働き方改革、教育・訓練に

よる人的資本の蓄積と活用を図っていく必要があります。 

市では、産業の多様化や企業の体質強化等、新たな価値創造の担い手となる多様な人財が

活躍する地域経済社会の実現に向けて、企業の意識改革を促すとともに、女性リーダーや新

たな発想で地域課題を解決するビジネスを生み出すローカルイノベーターの創出、企業の成

長を支える高度産業人材の確保・育成や、ものづくりの技能承継などに取り組みます。 

 

施策の方向性 

●ダイバーシティ経営や人的資本経営等、人を中心にした企業経営の浸透を図ります。 

●女性・高齢者・外国人・障がい者など、多様な人材の雇用機会確保や働き方改革を推進

します。 

●DX 人材やグローバル人材、高度デザイン人材等、新たな価値を創造する専門人材の確

保・育成や、地域における未来人材の育成を進めます。 

●技能検定やマイスター制度等を活用したものづくり産業における技術習得・技能承継や

人材確保の取組を推進します。 
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基本戦略２ 

「稼ぐ力」が高く、持続可能な地域経済の実現 

倉敷市は、製造品出荷額等が西日本第１位（3 兆 8,786 億円）の「ものづくりのまち」で

す。出荷額等の多くを占める水島コンビナート関連企業をはじめ、繊維製品出荷額等が日本

一の繊維工業や、国内有数の観光地として盛んな観光関連産業、マスカットやピオーネ等高

級フルーツの生産が盛んな農業など、市外からの需要を得る基盤産業が豊かで、全国的に見

ても「稼ぐ力」が高い都市と言えます。地域経済の持続可能な発展には、成長エンジンとな

る「稼ぐ力」を一層高めるとともに、地域にあるお金が域内で循環し、できるだけ地域外に

流出しないようにする必要があります。 

市では、こうした地域内経済循環の視点に立ち、稼ぐ力を持つ産業や地域資源の付加価値

を高め、販路開拓・拡大を一層強化していくとともに、域内からの調達や市民の地産地消

や、地域で消費するものは地域で生産するという「地消地産」の浸透を図り、地域の稼ぐ力

と経済循環を高める取組を進めます。 

あわせて、地域での円滑な事業承継や M&A による新陳代謝を図ることで、持続可能な地

域経済をつくります。 

 

施策の方向性 

●農商工連携や６次産業化を推進します。 

●地域資源の磨き上げと魅力の発信による地域ブランド力の強化を図ります。 

●製造事業者と小売事業者等との連携促進等により「地消地産」を推進します。 

●水島コンビナートでの原材料や設備、製品の共同利用・相互融通など高度連携の更なる

推進に向けた環境整備を図ります。 

●研究開発機能を備えたマザー工場や産業連関効果の高い産業の立地促進を図ります。 

●伝統産業や地場産業、地元の名店等、地域ブランド力を支える地元企業の事業承継や  

M＆A を支援します。 
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基本戦略３ 

新たな価値観に対応する、しなやかな変革の推進 

これまでの企業経営には、自社が持つ強みとなる限られた資源を効率的に活用する「選択

と集中」が必要とされていました。いわゆる一本足打法のような経営は、経営の合理化とい

う反面、コロナ禍のような急激な環境変化が起こり得る時代においては、強みが弱みへと一

転するリスクも抱えています。加えて近年は、脱炭素化や SDＧs のように、企業の社会的責

任の枠を超えて、事業そのものや経営課題に直結する新たな価値観も生まれてきています。 

こうした時代や市場の変化に企業が適応していくためには、既存事業に捉われず、経営戦

略や組織をしなやかに変革して競争優位を獲得する能力や、既存事業を深めつつ、異なる分

野で新たな事業の種を探索する「両利きの経営」等が有効とされており、市では、不確実な

時代を生き抜く強靭な地域経済をつくるため、市内だけでなく、高梁川流域圏の経済成長も

踏まえた企業の変革や新たな産業価値の創発に向けた取組を進めます。 

 

施策の方向性 

●IoTや AIといったデジタル技術による企業の DXや、外部の技術やアイデアを取り込んで

新たな価値を創出するオープンイノベーションなど、企業変革力を高めるための施策を

推進します。 

●顧客起点・顧客中心にデザインの力でイノベーションを創出する「デザイン経営」等、

今後も絶え間なく変化する市場やビジネスモデルに市内企業が適応していくために有用

とされる最新の経営手法等についても情報提供や普及啓発を行います。 

●企業との対話と連携を通じて、水島コンビナートにおける脱炭素技術・製品の開発や製

造プロセスの脱炭素化によるグリーン成長を実現します。 

●主要な地場産業である繊維産業をはじめとして、市内の企業における環境や多様性に配

慮したものづくりを推進します。 

●災害等の有事にも素早く事業を再開できるよう、BCP や事業継続力強化計画の策定や訓

練を支援することで、事業継続力を高め、サプライチェーンの強靭化を推進します。 
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基本戦略４ 

ワクワクやおもしろいを新産業に。「大いにやる可
べ

し」機運の醸成 

製品・サービスが持つ付加価値の源泉が、従来の「モノ」から「コト」に移行しつつあり

ます。SDGs をはじめ環境や社会課題、オリジナルな地域の特性・課題への共感が新しい価

値となるなか、AI や IoT、EC といったデジタル技術の進展とともに、事業規模や創業年数に

関わらず、地方でも新たなイノベーションを生み出すことが可能となっています。 

これまで地方の企業は、取引先との関係等からプロセス・イノベーションを追い求めるこ

とが多いとされてきましたが、今は地方から国内、そして世界に挑戦していく時代です。 

それには、社会における価値観の変化や地域の特性・課題を「価値の源泉」としてマーケ

ットのニーズを的確に捉え、地域の持つ強みや魅力を生かしたマーケット・イノベーション

にまで高めていく必要があります。 

市では、「ワクワクする」「おもしろい」「私も関わりたい、応援したい」といった市民や消

費者の共感と期待を生み出す、個性と魅力を生かしたアイデアの事業化を応援し、市内で新

たなビジネス展開や創業にチャレンジする機運を高めます。 

 

施策の方向性 

●X-Tech（クロステック）等の先端技術や斬新なアイデアを実用化するための実証実験へ

のサポートやオープンデータの更なる推進等、新産業が生まれやすい環境を作ります。 

●ビジネスコンテストの開催やユニークなビジネスプランへの資金調達スキームの構築

や、起業家や支援機関等が交流する場づくりなど、ベンチャーやスタートアップの起

業・創業マインドを高めます。 

 

 

 

 

 

 

 

【出典】経済産業省「スマートかつ強靭な地域経済社会の実現に向けた研究会取りまとめ」より 
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３ 計画体系 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 産業競争力が高く、多様な人材が働く機会に恵まれ、将来
の暮らしに希望をもつことができている。 

● 商業の活性化が地域に活力を生み、時代の流れに対応した
ビジネスの創出や起業が進んでいる。 

   めざすまちの姿（商工業分野） 第７次総合計画 

資本流出 

戦略１ 新時代を切り拓く、多様で自律的な産業人材の育成・確保 

戦略２ 稼ぐ力 が高く、持続可能な地域経済の実現 

基盤産業 

DX 推進 

域内調達 

戦略３ 新たな価値観に対応する、しなやかな変革の推進 

販路開拓・拡大 稼ぐ力の

向上 

グ
リ
❘
ン
成
長 

観
光
業 

農
林
水
産
業 

水
島
コ
ン
ビ
ナ
ー
ト 

地
場
産
業 

事業承継・M&A の円滑化 

脱
炭
素 

BCP 策定・
運用 

戦略４ ﾜｸﾜｸや を新産業に。 大いにやる可し 機運の醸成 

創業促進 

非基盤産業 

地産地消 

小
売
業 

飲
食
業 

サ
ー
ビ
ス
業 

建
設
業 

地域資源活用・農商工連携・６次化 

技術習得・技能承継
の促進 

ダイバーシティ
経営 

高度人材の
育成・確保 

働き方改革 

新たな価値観への対応 

基本理念 「しなやかに成長する持続可能な地域経済の実現」 

･･･ 

急激な環境変化への適応 

クロステック 産業の多様化 

企業変革力
強化 

オープン 
イノベーション 

企業の新陳代謝 

Ｓ
Ｄ
Ｇ
ｓ 
ウ
ィ
ズ
／
ポ
ス
ト
コ
ロ
ナ 

生産性向上 

サプライチェーン維持拡大 

企業の 

体質強化 

多様な人材

の活躍 

地
域
内
経
済
循
環 

水
島
港
・ 

べ 

資本流入 



 

28 

 

 

 

１ 機動的で実効性の高い新たな支援のあり方 

企業には、人材確保や技術開発、財務、販路開拓、後継者問題など、様々な課題がありま

す。人材育成や研究開発・商品開発、販路開拓・拡大、事業承継・M＆A など、様々な角度

から提供される公的支援メニューの中で、企業は課題解決の必要性や緊急度が高く、かつ支

援の要件に適合するものを活用します。しかし、こうした「点」での支援は、企業の短期

的・局所的な課題には効果がありますが、他の関連した課題の解決にはつながりにくいとい

う側面があります。この場合、各課題の根底にある分野横断的な経営課題そのものを捉える

ことが重要であり、分野横断的な新たな支援のあり方を考えていく必要があります。 

このため、倉敷市と他の支援機関（商工会議所・商工会、金融機関等）の双方が、産業振

興や支援に係る互いの強みと課題を理解し、関係性を深耕したうえで、連携・協力して企業

の経営課題を解決に導く、新たな面的支援の仕組を検討します。 

倉敷市では、令和２年度より市内の各商工会議所・商工会と相互に連携し、コロナ禍にお

ける市内企業への事業継続支援を行っています。この連携支援の枠組みをベースに、他の支

援機関にも展開することで、機動的かつ実効性の高い支援体制を構築していきます。 

 

 

 

 

機動的で実効性の高い支援体制の構築（イメージ） 

●商工会議所・商工会、金融機関等、他の支援機関との課題の共有、施策の方向性の

確認、意見調整の場を設置。 

（例）施策立案に係る意見交換会や施策説明会、支援先情報共有リストの作成等 

●支援機関が各々の強みを生かした連携により、企業の経営課題解決につながる新た

な支援の仕組を構築。 

●ビジョンの実現に効果的な施策の在り方を柔軟に見直し。 

（例）実効性の高い伴走支援制度や波及効果の高い実証事業制度の構築等 

第５章 ビジョンの実現に向けて 

面的支援 

意見交換会 

施策説明会 

企業への支援内容

の共有 

倉敷市 

金融

機関 市内企業 
商工

団体 

関係支援機関 
（行政・民間） 

各支援機関の

強みを生かす 

支援の 

役割分担 


